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ソフトウェア関連発明特許に係る判例紹介 
～発明の技術的意義の解釈に効果が参酌された判例～ 

平成３１年（ネ）第１００１９号 
控訴人（第１審原告）：生活地図株式会社 
被控訴人（第１審被告）：ヤフー株式会社 

 
２０１９年 ９月２０日 

執筆者 弁理士 田中 伸次 
 
１．概要 

 本件は，名称を「住宅地図」とする特許第３７９９１０７号の特許権（以下「本件特

許権」といい，この特許を「本件特許」という。また，本件特許の願書に添付した明細

書及び図面を「本件明細書等」という。）の専用実施権を有していた控訴人が，被控訴

人がユーザ端末にインストールされているＷｅｂブラウザを介してユーザ端末のディス

プレイに地図を表示できるようにしたプログラム（以下「被告地図プログラム」とい

う。）を製作し，ユーザの求めに応じて被告地図プログラムによってユーザ端末のディ

スプレイに電子地図（以下「被告地図」という。）を表示させる行為が，本件特許権の

専用実施権の侵害（直接侵害）に該当し，又は被控訴人による被告地図プログラムの製

作が上記専用実施権の間接侵害（特許法１０１条１号）に該当する旨主張して，被控訴

人に対し，専用実施権侵害の不法行為に基づく損害賠償及びこれに対する遅延損害金の

支払を求めた事案である。 

 

２．特許請求の範囲の記載 

 １）本件特許の特許請求の範囲の請求項１に係る発明（以下「本件発明」という。） 

本件発明は以下のとおりである。以下の記載は判決文からの引用である。 

Ａ 住宅地図において， 

Ｂ 検索の目安となる公共施設や著名ビル等を除く一般住宅及び建物については居住

人氏名や建物名称の記載を省略し住宅及び建物のポリゴンと番地のみを記載すると

共に， 

Ｃ 縮尺を圧縮して広い鳥瞰性を備えた地図を構成し， 

Ｄ 該地図を記載した各ページを適宜に分割して区画化し， 

Ｅ 付属として索引欄を設け， 

Ｆ 該索引欄に前記地図に記載の全ての住宅建物の所在する番地を前記地図上におけ

る前記住宅建物の記載ページ及び記載区画の記号番号と一覧的に対応させて掲載し

た， 

Ｇ ことを特徴とする住宅地図。 
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２）本件発明の意義 

 本件発明の技術的意義は，従来の住宅地図においては，建物表示に住所番地及び居住者

氏名も全て併記されていたため，肉眼でも判別可能な実用性を確保するために縮尺度を

低いものにする必要があり，これに伴って全体として地図の大型化や大冊化を招き，この

大型化や大冊化が氏名の記載変更作業の実地調査に係る人件費と相俟って住宅地図を高

価格なものとし，更に氏名の公表を希望しない住人についても住宅地図に氏名を登載し

てしまうこととなるため，プライバシーの保護という点からも問題を有し，また，従来の

住宅地図の付属の索引は，住所の丁目及びそれぞれの丁目に該当するページだけが掲載

されていたため，「目的とする居住地（建物）を探し出す作業」（検索）が，煩雑で面倒で

あり，迅速さに欠け，非能率な作業となっていたという課題があったことから，本件発明

の住宅地図は，この課題を解決するため，検索の目安となる公共施設や著名ビル等を除く

一般住宅及び建物については，居住人氏名や建物名称の記載を省略し，住宅及び建物のポ

リゴンと番地のみを記載することにより，縮尺度の高い，広い鳥瞰性を備えた構成の地図

とし（構成要件Ｂ及びＣ），地図の各ページを適宜に分割して区画化した上で，地図に記

載の全ての住宅建物の所在番地を，住宅建物の記載ページ及び記載区画を特定する記号

番号と一覧的に対応させた付属の索引欄を設ける構成（構成要件ＤないしＦ）を採用する

ことにより，小判で，薄い，取り扱いの容易な廉価な住宅地図を提供することができ，ま

た，上記索引欄を付すことによって，全ての建物についてその掲載ページと当該ページ内

の該当区画が容易に分かるため，簡潔で見やすく，迅速な検索の可能な住宅地図を提供す

ることができるという効果を奏することである（判決文第３４～３５頁）。 

 

 以下，図を用いて本件発明の実施の形態を示す。 
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図１：本件明細書等の図１ 

 

図１は，本件住宅地図のページの一例を示す。当該ページで示されるのは，「縮尺を圧

縮して広い鳥瞰性を備えた地図」（構成要件Ｃ）の具体例である。 

上段右端の区分の中央には(4)と書かれ，当該区分は第４区分であることを示す。第４

区分の番地付きの詳細図は，その区分番号（４）で示す４頁に掲載されている。 
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図２：本件明細書等の図２ 

 

図２は第４区分の番地付きの詳細図を掲載した４頁の例である。詳細図は上下方向に

６つに区画化されている（構成要件Ｄ）。 

最下段の区画の左側には「６」と記載されており，当該区画が第６区画であることを示

している。 

 

図３：本件明細書等の図３ 
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図３は第６区画の拡大図である。符号８で示すのは，丙原５８番地の建物である。図３

には，居住人氏名や建物名称の記載は省略され，住宅及び建物のポリゴンと番地のみが記

載されている（構成要件Ｂ）。 

 

 

図４：本件明細書等の図４ 

 

図４は索引欄（構成要件Ｅ，Ｆ）の一例である。当該索引は字名，住居番地，並びに，

当該住居番地の地図が掲載されている頁番号（記載ページ）及び区画番号（区画の記号番

号）が対応付けられて掲載されている。 

例えば，丙原５８番地の住宅が表示された地図を見るためには，４頁の６区画を見れば

よいことを示す。 

以上のような構成により，「小判で，薄い，取り扱いの容易な廉価な住宅地図を提供す

ることができ，また，上記索引欄を付すことによって，全ての建物についてその掲載ペー

ジと当該ページ内の該当区画が容易に分かるため，簡潔で見やすく，迅速な検索の可能な

住宅地図を提供することができるという効果を奏する」。 

 

３） 経過 

 本件発明に係る特許出願（特願平８－２７１９８６号）の経過は，以下のとおりである。 

平成 ８年１０月１５日 出願，審査請求 

平成１１年 ８月２４日 拒絶理由通知 

平成１１年１０月２１日 意見書，補正書提出 

平成１３年 ４月１０日 拒絶理由通知 
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平成１３年 ６月 ７日 意見書，補正書提出 

平成１４年１０月 ８日 拒絶査定 

平成１４年１１月 ６日 拒絶査定不服審判請求 

平成１８年 １月２４日 拒絶理由通知 

平成１８年 ３月２７日 意見書，補正書提出 

平成１８年 ４月１８日 審決 

平成１８年 ４月２８日 登録 

 

３．被告プログラム 

 被告プログラムは，ユーザ端末にインストールされているＷｅｂブラウザを介してユ

ーザ端末のディスプレイに地図を表示できるようにした地図プログラムである。「Ｙａ

ｈｏｏ！地図」との名称のＷｅｂページにアクセスしたユーザがインターネット上にお

いて無料で被告プログラムを利用して，被告地図を利用可能となっている。 

 被告プログラムを利用して，目的の範囲の被告地図を表示するには，複数の方法がある。

１つの方法として，表示させたい位置の住所を都道府県，市区町村，字町丁目，番地又は

地番の順で選択入力する方法がある。 

 例えば，トップ画面で「東京」を選択すると，東京都の市区町村の一覧を含む画面が表

示される。当該画面で「世田谷区」を選択すると，世田谷区の町名の一覧を含む画面が表

示される。同様な操作を繰り返し，「桜丘」，「１丁目」，「２番」を選択すると，以下，図

５の画面が表示される。 

 

図５ 

 

 図５に示した画面において，「…１丁目２」の右横の「［地図］」を選択すると，図６に

示す画面が表示される。 

［地図］ 
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図６ 

 

図６に示す画面に表示された地図では，住宅や建物の輪郭が表示されていない。図６に示

した画面において，１２号を意味する「１２」を選択すると，図７に示す画面が表示され

る。 
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図７ 

 

 図７に示す画面に表示された地図では，住宅や建物の輪郭が表示されている。 

 

※図５～図７は，Yahoo!地図（https://map.yahoo.co.jp/，ヤフー株式会社）にアクセ

スして入手した画像である。 

 

４．争点 

 争点は，以下のとおりである。 

 （争点１）被告地図の本件発明の構成要件充足性 

 （争点２）均等論 

 （争点３）被控訴人による侵害行為の有無 

 （争点４）無効の抗弁の成否 

 （争点５）控訴人の損害額 

 

 裁判所は，争点１を構成する複数争点のうち， 

 （争点１－４）構成要件Ｄの充足性 
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 （争点１－６）構成要件Ｆ充足性 

及び争点２について判断した。 

 
５．裁判所の判断 

（１）本件発明の技術的意義について 

ア 控訴人の主張 

 控訴人は，本件発明の技術的思想（技術的意義）は，「検索の目安となる公共施設

や著名ビル等を除く一般住宅及び建物については居住人氏名や建物名称の記載を省

略し住宅及び建物のポリゴンと番地のみを記載すると共に，縮尺を圧縮して」（本件

発明の構成要件Ｂ及び構成要件Ｃの前半）という構成により，「記載スベースを大き

く必要とせず」（本件明細書の【００３９】），これにより「広い鳥瞰性を備えた地図

を構成」（構成要件Ｃの後半）する点にある旨を主張した。 

 

イ 裁判所の判断 
 裁判所は，「控訴人の上記主張は，本件明細書において，従来の住宅地図の付属の

索引には，住所の丁目及びそれぞれの丁目に該当するページだけが掲載されていた

ため，「目的とする居住地（建物）を探し出す作業」（検索）が，煩雑で面倒であり，

迅速さに欠け，非能率であるという課題があったこと（【０００３】），本件発明は，

上記課題を解決するための手段として，地図の各ページを適宜に分割して区画化し

た上で，地図に記載の全ての住宅建物の所在番地を，住宅建物の記載ページ及び記載

区画を特定する記号番号と一覧的に対応させた付属の索引欄を設ける構成（構成要

件ＤないしＦ）を採用（下線は筆者，以下同様）したことにより，全ての建物につい

てその掲載ページと当該ページ内の該当区画が容易に分かるため，簡潔で見やすく，

迅速な検索を可能としたという効果を奏すること（【００３９】）の開示があることを

考慮しないものであるから，採用することができない。」と判断した。 
 

（２）構成要件Ｄの充足性について 

ア 「区画化」について 
(ｱ) 控訴人の主張 

 控訴人は，構成要件Ｄの「区画化」とは，「線」などによりユーザに見えるように

区画を表示してユーザが区画を容易に認識できる構成を意味するものではなく，ユ

ーザの目に見える形であるか否かを問わず，ページを任意の形に区分することを意

味すると解すべきである旨を主張した。 
 

(ｲ) 裁判所の判断 
 裁判所は，「本件発明の特許請求の範囲の記載（構成要件ＤないしＦ）及び本件明
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細書の開示事項によれば，本件発明の構成要件Ｄの「区画化」とは，地図が記載され

ている各ページについて，記載されている地図を線その他の方法によって仕切って

複数の区画に分割し，その各区画に記号番号を付し，利用者が線その他の方法及び区

画の記号番号により，当該ページ内にある複数の区画の中の当該区画を認識するこ

とができる形で複数の区画に分割することを意味するものと解するのが相当であ

る。」と判断した。 
 

イ 充足性の判断 
 裁判所は，「被告地図が表示された画面から，被告地図のデータが複数の区画に分

割されていること及びその分割された区画の範囲を認識することはできない。仮に，

縮尺レベル１９の住宅地図及び縮尺レベル２０の住宅地図がそれぞれ構成要件Ｄの

「該地図を記載した各ページ」に該当するとしても，利用者は，画面に表示されてい

る地図を見ているのであって，線その他の方法及び区画の記号番号により，ページに

ある複数の区画の中で，検索対象の建物が所在する地番に対応する区画を認識する

ことができるとはいえない。被告地図において「メッシュ化」がされていて，また，

被告地図に係るデータが複数のデータとして管理されているとしても，被告地図プ

ログラムの構成（分説）及び前記アに照らし，利用者は，「メッシュ化」されている

範囲や区分されたデータを通常認識しないだけでなく，それらに対応する区画の記

号番号を認識することはない。したがって，被告地図において，線その他の方法及び

区画の記号番号により，ページにある複数の区画の中で，検索対象の建物が所在する

地番に対応する区画を認識することができるとはいえない。そうすると，前記に照ら

し，被告地図において，「各ページ」が，「適宜に分割して区画化」されているとはい

えない。これらによれば，被告地図について，構成要件Ｄの「適宜に分割して区画化」

がされているとは認められない。」とし，被告地図は構成要件Ｄを充足しないと判断

した。 
 

（３）構成要件Ｆの充足性について 

 裁判所は，「構成要件Ｆの「記載区画の記号番号」の文言から，構成要件Ｆの「記

載区画」にいう「区画」は，それぞれ特定の「記号番号」を有するものと理解できる。

しかるところ，前記(1)ウ認定のとおり，被告地図は，構成要件Ｄの「適宜に分割して

区画化」されているとの構成を充足しているものと認めることはできない。」と述べ

た。さらに，「被告地図が表示される画面には，各番及び各号に対応して，当該地点

に係る緯度，経度，都道府県及び市区町村の住所コード，町，丁目，番又は号の番号

を示した数字に加え，縮尺レベル１６に係る情報を含むＵＲＬへのハイパーリンク

が設定されていることが認められるが，上記ＵＲＬの情報は，特定の地点を示す情報

であって，検索対象の建物が記載されたページ及び区画を特定する記号番号ではな
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い。」と述べ，被告地図は構成要件Ｆを充足しないと判断した。 
 

（４）均等論について 

ア 本件発明の本質的部分について 
 裁判所は，「本件発明の技術的意義に鑑みると，本件発明の本質的部分は，検索の

目安となる公共施設や著名ビル等を除く一般住宅及び建物については，居住人氏名

や建物名称の記載を省略し，住宅及び建物のポリゴンと番地のみを記載することに

より，縮尺度の高い，広い鳥瞰性を備えた構成の地図とし（構成要件Ｂ及びＣ），地

図の各ページを適宜に分割して区画化した上で，地図に記載の全ての住宅建物の所

在番地を，住宅建物の記載ページ及び記載区画を特定する記号番号と一覧的に対応

させた付属の索引欄を設ける構成（構成要件ＤないしＦ）を採用することにより，小

判で，薄い，取り扱いの容易な廉価な住宅地図を提供することができ，また，上記索

引欄を付すことによって，全ての建物についてその掲載ページと当該ページ内の該

当区画が容易に分かるため，簡潔で見やすく，迅速な検索の可能な住宅地図を提供す

ることができる点にある」と認定した。 

 

イ 均等論の第１要件について 
 裁判所は，「被告地図においては，前記２(1)ウ及び(2)認定のとおり，地図を記載

した各ページを線その他の方法及び記号番号によりユーザの目に見える形で複数の

区画に仕切られておらず，索引欄に住宅建物の所在番地の記載ページ及び区画の記

号番号がユーザの目に見える形で掲載されていないため，構成要件Ｄ及びＦを充足

せず，ユーザが所在番地の記載ページ及び区画の記号番号の情報から検索対象の建

物の該当区画を探し，区画内から建物を探し当てることができないから，このような

索引欄を利用した迅速な検索が可能であるということはできない。」と述べた上で，

「被告地図は，本件発明の本質的部分を備えているものと認めることはできず，被告

地図の相違部分は，本件発明の本質的部分でないということはできないから，均等論

の第１要件を充足しない。」と判断した。 

 
６．結論 

 裁判所は，「被告地図は，少なくとも本件発明の構成要件Ｄ及びＦを充足するものとは

認められず，また，被告地図は本件発明の特許請求の範囲に記載された構成と均等なもの

とは認められないから，本件発明の技術的範囲に属するものと認めることはできない。し

たがって，その余の点について判断するまでもなく，控訴人の請求は理由がないから，控

訴人の請求を棄却した原判決は相当である。」とし，控訴を棄却する判決をした。 

 

７．考察 
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 本件発明は，紙冊子の住宅地図が前提である。しかし，電子地図について全く念頭にな

かったわけでもなく，明細書には電子住宅地図についての記載がある。 

 しかし，電子住宅地図についての記載は，作成方法に分量が割かれており，表示につい

ての記載は乏しい。段落【００３７】に，「パソコン１３のキーボードから氏名を入力す

れば，その人物の居住する建物を中心にした地図がパソコン１３の表示装置に表示され，

その人物の居住する建物にマークが付されて，そのマークが点滅する。」との記載がある

のみである。 

 また，出願当初の請求項には，電子データを用いた住宅地図の作成方法についての請求

項があったものの「区画化」，「区画の記号番号」について特定事項はなく，電子住宅地図

においても地図データが区画化されているかは不明であり，明細書も記載がなかった。 

 以上のことから，紙の住宅地図が前提である請求項１に係る発明を電子地図に適用す

るには，やや無理があったのではないだろうか。 

 ただし，特許庁が，ソフトウェア関連発明を「記録媒体」クレームとして発明の対象と

認めるようになったのは，平成９年４月１日以降である。本件特許の出願時には，ソフト

ウェア関連発明は特許の対象として認められていなかったため，本件明細書等において，

電子住宅地図について詳細な記載をしなかったことは止むを得ないと考える。 

 

以上 


